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序章 問題提起
SNSサービスとしてのmixiがスタートしたの
が2004年，Twitterの日本語版がスタートした
のが2008年だ。ソーシャルメディアネットワー
クサービス（以下SNS）の元年をいつとするか
に定説はないかもしれないが，少なくともmixi
がサービスを開始してから14年，同じくtwitter
の日本語版がスタートして10年がたとうとして
いる。
その間，日本におけるソーシャルメディアの利
用率は劇的に伸長し，総務省の調査（平成28年
版 情報通信白書）によれば，twitter：20代で
53.5％，30代で35.5％，40代で29％，Facebook：
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要 約
ソーシャルメディアの発展に伴い上におけるクチコミのインパクトが劇的に飛躍しているが，一方で，虚偽の
推奨や金銭や物品の授受など何かしらの報酬が伴っている推奨であるにもかかわらず，（その関係性を明示せず）
純粋なクチコミを装うステルスマーケティングが課題となっている。
対応策として日米においてガイドラインが策定されている。米国は，国の機関である連邦取引委員（略称
FTC,日本における公正取引委員会に相当）が策定し，日本では民間の業界団体であるWOMマーケティング
協議会が策定している。WOMマーケティング協議会とは，主な広告会社，PR会社を中心にインターネットメ
ディア，出版社などの法人会員や大学の研究者など個人会員が加盟しており，筆者は2017年の5月より理事長
を務めている。WOMとはword-of-mouthの略でクチコミのことである。つまりWOMマーケティングとは，
クチコミ・マーケティングを指す。
他方，WOMマーケティング協議会が策定しているガイドラインについては，実効性の点でいくつかの指摘
を受けていることも事実だ。例えば，日々，新たなサービスが登場し，その中にはガイドラインでは想定してい
なかったようなサービスも存在していることや日本のガイドラインは米国のそれとは異なり法的な罰則規定がな
いことなどがその根拠となっている。
前者の指摘に対しては新サービスに合わせてガイドラインを改定していくということで対応している。後者の
指摘はより根本的ではあるが，米国の状況をみると，罰則規定のある米国であってもガイドラインは必ずしも関
係性の明示が守られていないということも明らかになった。それならば，ガイドライン順守＝関係性明示の実現
のためには，法的な罰則規定よりも広告主や広告会社，PR会社など中間業者だけでなく，実際に情報を発信す
る消費者（クチコミを発する人）も含めたWOMマーケティング関係者によるガイドラインに対する合意形成
がより重要なのではないだろうか。本稿では，今後，研究を進める方向性を示した上で研究の基盤となる仮説の
提示を試みた。
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20代で51％，30代で42％，40代で34％，You
Tube：20代で61.5％，30代50.5％，40代で41
％となっている。
もはやわが国におけるソーシャルメディアの利
用率はマスメディアのそれに匹敵するレベルにあ
るともいえよう。しかも米国と比較するとまだ利
用率が低いことを考えると他の年代も含めて，さ
らに伸長するものと考えられる。特に，フェイス
ブック社のインスタグラムに代表される写真中心
のSNSに日米の差が大きく，伸長余地が高いよ
うに思われる。
ITメディアに掲載された同社の発表資料によ
るとインスタグラムの利用者は，2017年10月時
点で2,000万人を突破し，2016年12月時点1,600
万人から10か月で125％増加しているという。
また，インスタグラムのユーザーがよく見るコン
テンツは「有名人の投稿」「友人の投稿」に続い
て「ファッション」「写真」「料理」「旅行」「動物
ペット」など趣味的投稿が上位となっており，い
わゆる有名人や友人の投稿などある種特別な関係
にある人の投稿のみならず，趣味や関心領域につ
いては，一般人ともいえる消費者の投稿をも参考
にしていることがわかる。言うまでもなく単なる
独り言のような他人の投稿に関心を寄せる人はま
れであろうが，ファッション，料理，旅行，ペッ
トなどいわば趣味領域においては，有名人や友人
でなくとも，いわゆる「一般人」の投稿も情報源
としても参照されていることを指し示している。
消費者の購買意識決定に影響を与えるSNSと
しては，当該製品カテゴリーについての消費体験
が書き込まれているオンライン掲示板がその役割
を担ってきた。飲食店情報であれば「食べログ」，
家電製品であれば「価格.com」また，結婚式の
ように，多くの場合実際に購買（体験）しないと
評価ができず，しかも，失敗したら次は他にする
というわけにいかないようなサービス財について
も，実際に体験に基づいた情報が掲載されている
掲示板サービスは，これからも当該商品やサービ
スの購入を検討している消費者にとって有益なメ
ディアであり続けるであろう。
このことから井上（2010）は，ソーシャルメディ
アが発達した現代においては，企業と消費者との
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インスタグラム
「よく見るコンテンツ」ランキング
増減
1 有名人の投稿 ＋ 6％
2 友人の投稿 ＋ 7％
3 ファッション ＋ 8％
4 写真 ＋13％
5 料理 ＋53％
6 旅行 ＋70％
7 動物ペット ＋67％
8 音楽 ＋27％
9 ショッピング ＋33％
10 雑貨 ＋20％
コミュニケーションを二者間の関係だけで捉える
のではなく，他の消費者に対して当該企業や製品
についての情報を発信する消費者（サポーター）
を加えた三者間のコミュニケーションとして捉え
るべきだとし三角関係のコミュニケーションモデ
ルを提示している。さらに，恩蔵，井上ら
（2011）は，三角関係のコミュニケーション・モ
デルをベースに，三角錐型のR3コミュニケーショ
ン・モデルに発展させている。
そのような中，ソーシャルメディアを活用した
マーケティングサービスも増加（1）している。そ
して，その多くは企業が自社の商品やサービスに
ついてソーシャルメディアユーザーのブログや
twitter,FacebookなどSNS上で紹介＝クチコ
ミされることを期待して企画される。また，新製
品発表会の際に，テレビ局，新聞社あるいは出版
社の記者を対象に行われるプレス発表会とは別に，
インターネット上で当該製品カテゴリーについて
の記事をブログなどで情報発信している消費者を
対象にした製品発表会（ブロガー向け製品発表会）
が行われることも増えてきた。
一方で，飲食店情報の掲示板であれば，飲食店
に対して「料理の量や質，店の雰囲気」について
好印象になるような内容の書き込む方法，または
店舗紹介ページへのアクセス数を増やし，注目順
を上位に押し上げる方法などを提供する「やらせ
業者」を利用したり，自作自演の評価を書き込ん
だりなどにより当該店舗の評価を現実よりも良い
評価に押し上げる。あるいは，ブロガー向け製品
発表会であれば，企業が，謝礼や製品の提供など
金銭や物品の授受など何かしらの報酬を提供して
いるにもかかわらず，（その関係性が明示されな
いまま）純粋なクチコミとして情報発信されてし
まう。これらのように，消費者が正しく，多様な
情報を得る権利を妨げるような悪質なクチコミ・
マーケティングは，ステルスマーケティングと呼
ばれ，マーケティング業界で大きな問題となって
きている。
このステルスマーケティングへの対応策として
日米においてガイドラインが策定されている。米
国では，国の機関である連邦取引委員（略称
FTC,日本における公正取引委員会に相当）が策
定し，日本では民間の業界団体であるWOMマー
ケティング協議会（以下WOMJ）が策定してい
る。なお，WOMとはword-of-mouthの略でク
チコミのことである。つまりWOMマーケティ
ングとは，クチコミ・マーケティングを指す（本
稿では，WOMマーケティングで統一）。
WOMマーケティング協議会は，2009年7月
に設立された民間の業界団体で，主な広告会社，
PR会社を中心にインターネットメディア，出版
社などの法人会員や大学の研究者など個人会員が
加盟している。筆者は2017年の5月より理事長
を務めている。
他方，WOMマーケティング協議会が策定し
ているガイドライン（以下WOMJガイドライン）
については，実効性の点でいくつかの指摘を受け
ていることも事実だ。例えば，日々，新たなサー
ビスが登場し，その中にはガイドラインでは想定
していなかったようなWOMマーケティングサー
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二者間関係でなく
三角関係で捉える
ビスも存在していることや日本のガイドラインは
米国のそれとは異なり法的な罰則規定がないこと
などがその根拠となっている。
果たしてその指摘は正しいのだろうか。
第1章ではまず問題の中心である「ステルスマー
ケティングとは何か」について先行研究も踏まえ
ながら定義する。第2章ではWOMJガイドライ
ンの3回にわたる改定の経緯を明らかにする。こ
こでは，2017年12月に発表した最新のガイドラ
インをも紹介する。第3章では，本研究の端緒と
なった法的罰則規定のないWOMJガイドライン
に対する先行研究や日弁連からのコメントをレビュー
する。第4章では連邦取引委員会（FTC）によ
る法的罰則規定のある米国の状況を概観し，日本
における対応の方向性について検討する。そして
第5章では，本稿のまとめにかえて，法的な罰則
規定がない民間団体によるガイドラインであって
も関係者の合意形成があれば，十分機能するとい
う立場から，今後，研究を進めていく上での基盤
となる仮説を導出する。
1章 ステルスマーケティングとは何か
本稿におけるクチコミは原則としてインターネッ
ト上のクチコミを対象とする。その上で，WOM
マーケティング企画を大きく2種類に分類するな
らば，それは，情報発信者であるソーシャルメディ
アユーザーに対して，金銭や物品などの報酬を提
供するマーケティング企画とそうでない，つまり
報酬を提供しないマーケティング企画ということ
になる。
前者は，見込み顧客の多くを読者にもつ ・ブ
ロガーや理想的な顧客像でフォロワー数も多い影
響力の大きいSNSユーザー（インフルエンサー）
に宣伝してほしい製品を提供したり，金銭を支払っ
たりすることで記事の執筆や画像，動画のアップ
を依頼するいわば広告行為である。後者は当該製
品の愛好者を対象に企画されたファンミーティン
グなどあくまでも自発的な推奨を生み出すことを
目的に行われるいわばパブリックリレーションズ
行為であるといえよう。当該製品のファンは，金
銭や物品などの報酬がなくても，ファンだけが招
待された特別な場に参加できたということだけで
喜びを感じ，自発的に当該製品やその体験につい
てSNS上で情報発信してくれる可能性が高いこ
とが企画の背景にある。
では，改めてステルスマーケティングについて
みてみよう。ステルス（Stealth）は英語で「こっ
そりすること，忍び」（研究社新英和中辞典）と
ある。木川（2016）は，ステルスマーケティング
について明確な定義はないとしつつも2015年7
月28日東京地方裁判所における判決を引用して
「消費者に宣伝と気付かれないように宣伝行為を
すること。」であるとしている。
ステルスマーケティングに関連する課題には，
文字面からだけでは，その行為の善悪の判断がつ
かないところにもある。消費者に宣伝と気づか
れないような宣伝するというと，「巧みな宣伝手
法」にとることもできるからだ。事実，山口
（2013）（2）は，かつては消費者の間でもステルス
マーケティングをタブー視する問題視する動きは
あまりみられなかったとしている。
しかし，近年においては，ステルスマーケティ
ングが問題として顕在化した飲食店ブログのやら
せ問題や一部の芸能人が自身のブログで実際には
落札していないのにも拘わらずあたかも落札した
かのように記述して問題となったペニーオークショ
ンなどが話題になったこともあり，ステルスマー
ケティング＝悪という認識は一般化しつつあると
思われる。消費者庁が，ステルスマーケティング
という用語は用いてないもの「インターネット消
費者取引に係る広告表示に関する景品表示法上の
問題点及び留意事項（2011年10月28日発表，
2012年5月9日改定）」の中で，「商品・サービ
スを提供する事業者が，顧客を誘引する手段とし
て，口コミサイトに口コミ情報を自ら掲載し，又
は第三者に依頼して掲載させ，当該「口コミ」情
報が，当該事業者の商品・サービスの内容又は取
引条件について，実際のもの又は競争事業者に係
るものよりも著しく優良又は有利であると一般消
費者に誤認されるものである場合には，景品表示
法上の不当表示として問題となる」としたことも
ソーシャルメディアのマーケティング活用におけるガイドラインのあり方について204
影響しているといえよう。
本稿においては，ステルスマーケティングとは，
「悪」であるということ前提に，「金銭や物品の授
受など何かしらの報酬が伴っているマーケティン
グコミュニケーションとしてのクチコミであるに
もかかわらず，（その関係性を明示せずに）純粋
なクチコミを装うマーケティング手法」と定義す
る。
2章 WOMJガイドライン策定の
経緯と最新改訂版の提示
WOM マーケティング協議会が設立された
2009年の翌年となる 2010年 3月に WOMマー
ケティング協議会は「WOMJガイドライン」を
発表した。このガイドラインでは，「WOMマー
ケティング事業者は，どのような関係性において，
WOMマーケティングが成立しているかについ
て，消費者が理解できるようにしなければならな
いとする「関係性明示の原則（関係性とは，原則
として金銭，物品，サービスの提供を指す）」と
WOMマーケティング事業者は，関係性の明示
が実現するように必要な啓発活動を行わなければ
ならないとする「社会啓発の原則」という二つの
原則が柱となっている。
しかし，その後のWOMマーケティング活動
へのさらなる注目の高まりなどを踏まえ，ガイド
ラインを発表してから3年弱となる2012年12月
に改訂版の発表を行った。この「WOMJガイド
ライン（2012年改訂版）」では，消費者（情報受
信者）が「正しく情報を知る権利の保護」，ねつ
造されたクチコミをあたかも現実であるかのよう
に表現することや投票数や評価を水増しするなど
「消費者行動の偽装の禁止」の原則が加えられて
いる。
そして，その後，改訂版を発表してから5年が
たちWOMマーケティングはますます発展し，
改定当時には存在していなかった新たなSNSも
数多く登場した。特に，インスタグラムに代表さ
れる画像中心で文章が少ないSNSには，2012年
改訂版のガイドラインでは，十分には対応できて
ないという問題もあった。
そこで，WOMマーケティング協議会は2017
年4月よりガイドライン改定委員会を発足（委員
長：駒沢大学グローバル・メディア・スタディー
ズ学部 山口浩教授）させ，WOMJ会員社から
も広く参加者を募り2017年下旬の公開に向けて，
WOMJガイドラインの改定作業に着手した。筆
者も理事長としてだけでなくガイドライン担当理
事として参画した。そして，ガイドライン改定委
員会の参加の呼びかけに応じた広告会社，PR会
社，インターネットメディア，出版社さらにはイ
ンスタグラムを活用したインフルエンサーマーケ
ティングのプラットフォームを運営するサービス
会社などから約20名で議論を繰り返したのだ。
会議は原則として就業時間後に，会員社の会議室
で行われたが，毎回約2時間，議論が伯仲した際
には3時間以上に及ぶこともあった。
特に，丁寧に時間をかけて議論したのは，関係
性明示の具体的な方法だ。なぜならば，いくら広
告主，広告会社あるいはPR会社が関係性の明示
を推進したとしても，肝心のブロガーやインスタ
グラマーなどの情報を発信する消費者（以下情報
発信者）が，納得しないと関係性は明示されない
からだ。
これが，広告主が完全に表現を管理する「広告」
と，仮に金銭や物品の提供を受けて記事を書いた
としても，その表現方法は最終的に書き手である
情報発信者に委ねられてしまうWOMマーケティ
ングとの大きな違いだ。これはわかりにくいかも
しれないので少し補足する。まずはアメリカマー
ケティング協会（AMA）のディクショナリーに
あるadvertising（広告活動）の定義をみてみよ
う。以下のように書かれている。
Theplacementofannouncementsand
persuasivemessagesintimeorspacepur-
chasedinanyofthemassmediabybusiness
firms,nonprofitorganizations,government
agencies,andindividualswhoseektoin-
form and/orpersuademembersofapar-
ticulartargetmarketoraudienceabout
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theirproducts,services,organizations,or
ideas.
この定義には，メディアのタイムやスペースと
いう表記がある。つまり広告とはテレビであれば
15秒や30秒といった枠，新聞，雑誌であれば記
事から独立した広告枠を指す。これをインターネッ
トメディアに当てはめた場合も，yahoo!などの
検索サイトのページ内にある広告枠であり，
YouTubeなどの動画投稿サイトであれば，投稿
された動画の冒頭に設定されているCM枠を指
すのである。そしてその枠には，広告主がその内
容に関して事前に全てを把握し，内容についても
責任を負うものが掲載される。
それに対してWOMマーケティングにおける
クチコミは，消費者間で行われる自発的なコミュ
ニケーションであり，原則としてその投稿内容は
情報発信者に委ねられている。無論，あらかじめ
情報提供は行われ，また，原則として金銭や物品
提供などの報酬がもたらされた上での情報発信
（クチコミ）ではあるのだが，その内容は，情報
発信者の知人だけに伝わるような言葉遣い，ある
いは，知人間のプライベートに踏み込むような情
報として記載されることが多い。広告のように広
告主発信で，基本的には同じ表現が様々な媒体で
展開される広告とは異なり，商品やサービスにつ
いての情報が各情報発信者の個性に合わせて発信
されるのだ。情報の受け手により親しみを感じて
もらうことに意味があるからだ。そのため，薬事
法に適用する薬品など特殊な製品を除けば，事前
にマーケティング主体である広告主がその内容の
全てを把握していないことすらある。広告と
WOMマーケティングの大きな違いはそこにあ
る。しかも仮に情報発信者が関係性の明示を守ら
なかったとしてもWOMJガイドラインは，民間
の業界団体が発行しているガイドラインであるこ
とから情報発信者には何ら法的罰則があるわけで
もない。そのようなこともあり当該マーケティン
グ主体や中間業者である広告会社，PR会社が
WOMマーケティングを依頼した情報発信者に
「関係性の明示」を求めたとしても，その通りに
は守られないこともあるというのは現実なのだ。
WOMマーケティング協議会のガイドライン
の限界を指摘する声の多くはこのことに根拠があ
る。
そういうことからも，クチコミの読み手（情報
受信者）にとっては，そのクチコミが企業から何
かしらの報酬をもらった上で書かれた記事である
ことがわかり，且つ，クチコミを行う情報発信者
にとって違和感がない関係性明示の表記方法の検
討に時間をかけたのだ。今回のメンバーには，情
報発信者と直接やりとりを行っているメンバーも
いたことから途中途中でヒアリングを行うことが
できたことも大きな成果だった。
このような会議が8か月間の間に13回行われ，
WOMJガイドライン（2017年改訂版）の案が完
成した。
構成は，ガイドライン本文と関係性明示の例示
方法なども紹介した解説からなる。またFAQ集
も用意した。WOMマーケティングを行う際の
関係性の明示，偽装行為の禁止という原則につい
ては変更せず，関係性の明示の際，マーケティン
グの主体とともに明示すべき便益（金銭・物品・
サービスなどの提供）について，タグ表記にも対
応し，利便性を向上させている。
以下に，2017年12月4日にWOMJ主催のイ
ベント「クチコミフェスタ」で発表したWOMJ
ガイドライン本文の全文を示す。なお，巻末に，
より重要な関係性明示についての解説も付記する。
WOMJガイドライン（2017年改訂版）
2017年12月4日発表
1．目的
 本ガイドラインは，WOMマーケティン
グ（消費者間コミュニケーションのマーケティ
ング活用）を扱う業界の健全な発展のために
定める。
 情報受信者（情報を受信する消費者）の
「正しく情報を知る権利」を尊重し，保護す
る。
 情報発信者（情報を発信する消費者）が正
ソーシャルメディアのマーケティング活用におけるガイドラインのあり方について206
しく情報を発信しないことにより社会的信頼
を失うことを防止する。
2．適用範囲
 本ガイドラインは，WOMマーケティン
グ協議会の会員が関与する，日本国内かつオ
ンラインのWOMマーケティング（オンラ
インの消費者間コミュニケーションのマーケ
ティング活用）に適用する。
3．関係性の明示
 情報発信者に対して，WOMマーケティ
ングを目的とした重要な金銭・物品・サービ
スなどの提供が行われる場合，マーケティン
グ主体（中間事業者でなく主催者）と情報発
信者の間には「関係性がある」と定める。
 関係性がある場合，情報発信者に関係性明
示を義務付けなければならない。関係性明示
は，主体の明示と便益の明示の両方が，情報
受信者に容易に理解できる方法で行われるべ
きである。
① 主体の明示：マーケティング主体の名称
（企業名・ブランド名など）の明示
② 便益の明示：金銭・物品・サービスなど
の提供があることの明示
4．偽装行為の禁止
 WOMマーケティングにおける偽装行為
とは，現実とは異なる「情報発信者から発せ
られる情報」や「消費者行動の履歴」を，あ
たかも現実であるかのように表現することを
指す。投票や評価の水増しのような，言語以
外の表現も含める。
 WOMマーケティングにおける偽装行為
は，情報受信者が正確な情報を知る機会を損
なうおそれがあるため，行ってはならない。
5．社会啓発
 WOMマーケティング協議会とその会員
は，本ガイドラインの認知と理解を高めるた
めに必要な啓発活動を行う。
3章 WOMJガイドライン（改定前）に
対する指摘
WOMJガイドラインについては，実効性の点
でいくつかの指摘を受けていることは，前述した。
例えば，日々，新たなサービスが登場し，その中
にはガイドラインでは想定していなかったような
サービスも存在していることや日本のガイドライ
ンは米国のそれとは異なり法的な罰則規定がない
ことなどがその根拠となっている。
前者の指摘に対しては2017年改訂版である程
度解決していると考えている。今後も，新たな
SNSが普及し，現行のガイドラインで対応でき
ないと判断された場合には，今回と同様にガイド
ラインを改定していくことになるだろう。
次に後者についての指摘である。吉見・口
（2012）は，WOMマーケティングにおけるガイ
ドラインの必要性を認めつつ，ゲーム理論や前述
したペニーオークションのステルスマーケティン
グの事例などをあげて，WOMJガイドラインは，
米国のガイドラインのように罰則規定，調査機能
がないことから，効果が限定的であると述べてい
る。
また，日本弁護士連合会は，2017年2月16日
付けで「ステルスマーケティングの規制に関する
意見書」を消費者庁長官に提出している。そこで
は，不当景品類及び不当表示防止法（景表法）第
5条第3号に基づく内閣総理大臣の指定に，次の
いずれかに該当するものを指定に加える，つまり
法規制の対象にするように述べられている。
1 事業者が自ら表示しているにもかかわらず，
第三者が表示しているかのように誤認させる
もの
2 事業者が第三者をして表示を行わせるに当
たり，金銭の支払その他の経済的利益を提供
しているにもかかわらず，その事実を表示し
ないもの。ただし，表示の内容又は態様から
みて金銭の支払その他の経済的利益が提供さ
れていることが明らかな場合を除く。
としている。
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この2つの内容は，WOMJガイドラインにお
いても禁じている行為であるものの，日本弁護士
連合会は，意見書の中で，外国におけるステルス
マーケティング規制の存在，日本における法規制
の不備，業界の自主規制の限界を挙げ，景表法に
ステルスマーケティング規制を追加すべきである
としている。
外国におけるステルスマーケティング規制とは
米国FTCやEU指令を指している。また，業界
の自主規制の限界の中では，WOMJガイドライ
ンについても触れられているが，そこでは，業界
の自主規制としての意義は認めるものの，加盟団
体以外に対しては自主規制の効力が及ばないこと，
また，現状の自主規制は，いずれもその対象がネッ
ト上のステルスマーケティングに限定されている
ことなどが課題として挙げられている。
4章 FTCによる法的罰則規定のある
米国の状況と日本における対応の
方向性について
米国では，2009年に連邦取引委員（略称FTC,
日本における公正取引委員会に相当）が，広告に
おける推奨等についてのガイドライン「Guides
ConcerningtheUseofEndorsementsandTes-
timonialsinAdvertising」を改訂。商品やサー
ビスを推奨する情報発信者とマーケティング主体
との間における重大な関係の有無及び金銭授受の
有無などを開示する義務を新設した。当時の
CNETの記事によれば関係性を明示しないまま
推奨記事を書いた場合，FTCから最大1万1,000
ドルの罰金を科せられる可能性がある。さらに，
FTCは，2015年12月22日に，金銭など報酬を
受けとっているにもかかわらず，公平な消費者や
専門家の独立した意見として情報発信することを
法的に禁ずることも明示。また，マーケティング
主体（推奨してほしい企業など）と，情報発信者
との間で金銭の授受など重大な関係がある場合は，
その関係性を明示することを義務化している。
これまでに見てきたように，禁止事項の内容自
体は，WOMJガイドラインと基本的に同じといっ
てよい。しかしながら，大きく異なるのはFTC
のガイドラインは，法的規制であることだ。規制
の対象は，WOMJのように会員社だけではなく，
米国でマーケティング活動を行うすべての法人，
個人となる。具体的な罰金刑もある。
また，FTCは，インフルエンサーに対してガ
イドラインの啓蒙活動も行っている。FTCの
2017年4月19日リリースによると，FTCのス
タッフがセレブリティ，アスリート，その他イン
フルエンサーによる数々のインスタグラム上の投
稿を閲覧した上で，90通以上のレターをインフ
ルエンサーとマーケターに対して送付したという。
SNS上で商品をPRしたり，推奨したりする際
は関係性を目立つように開示すべきであるとする
内容で，その目的は言うまでもなくインフルエン
サーに対して注意を喚起するためだ。
一方で，そのリリースの1か月後となる2017
年の5月31日に，米国のインフルエンサーマー
ケティング会社であるMediakix社は，スポンサー
ドを受けているセレブリティ（有名人）の
Instagramの投稿のうち93％がFTCに準拠して
いないというセンセーショナルな記事を自社の
webサイトに掲載した。同社がセレブリティ50
人のインスタグラム投稿を調べたところ，直近1
か月で32人がスポンサードを受けたコンテンツ
を投稿していたが，その投稿記事のうち93％が
FTCの定めた関係性明示のルールに準拠してい
なかったというのだ。
記事によると，投稿記事のハッシュタグの表記
方法で判断しているようだ。
従って，関係性の明示ルールが守られていなかっ
た原因としては，単純に表記方法を間違えた以外
では，①ガイドラインは知っていたが，それでも
無視した，②ガイドラインは知っており，関係性
の明示をしたつもりだったが正しい表記方法を知
らなかった，③ガイドラインルールをそもそも知
らなかった（だから関係性の明示が正しく行われ
なかった）のいずれかしか考えられない。
①の場合ならば法的規制があっても守られない
ということになる。②③の場合は，認知，理解が
足りないということになる。FTCの送った書簡
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の数も，Mediakix社が調べた数も多くはないの
で，これをもって全体を語ることは当然できない
が，少なくとも，まずはガイドラインの認知と関
係性明示の正しい理解促進が先だとは，言えるの
ではないだろうか。
FTCがガイドラインを改訂した2009年から約
6年，さらに関係性があるのにそれを隠して情報
発信することを法的に禁ずることを明示した
2015年12月22日から1年以上がたった2017年
の4月に，FTCがインフルエンサーやマーケティ
ング主体者にレターを送っていることからもそう
言えるのではないだろうか。どんな罰則規定があっ
たとしても正しく理解されなければ守られようが
ないのだ。
従って，日本では，法的規制の前に，まずは
WOMマーケティングにかかわる企業がしっか
り関係する人々に啓蒙をしていくことが重要だと
考える。これを担うのは，WOMマーケティン
グが健全に発展することでビジネスチャンスが広
がるWOMマーケティング業界の関連企業であ
るべきだ。
日本でも2016年以降，有力なインフルエンサー
が登録しているマーケティングサービス会社やイ
ンフルエンサーマーケティングに特化した企画制
作会社も相当数誕生してきている。その中にはい
まだ小規模ながら自らの意思でWOMJの会員社
になったところもある。例えばレモネード社やピ
クルス社などだ。両社の代表者に入会した理由を
尋ねると，一番困ることは，WOMマーケティ
ングは，嘘の情報が蔓延している，あてにはなら
ないという状況になることだと口ぐちに仰ってい
た。
広告会社やPR会社は扱うコミュニケーション
領域が幅広いためWOMマーケティングは数あ
る営業品目の中の一つに過ぎないともいえる。
WOMマーケティングサービスがシュリンクし
てもほかのコミュニケーションサービスでビジネ
ス展開すれば良い。しかしWOMマーケティン
グの専業会社はそうではない。WOMマーケティ
ング業界の浮き沈みは死活問題に直結するのであ
る。だからこそWOMJの会員になったのだとい
う。
とはいえ，インフルエンサーマーケティング会
社の中には関係性明示の必要性について理解して
いない，ましてやWOMJの存在すら知らない企
業もまだまだ多いであろう。
従って，現段階においてはまず認知の徹底を最
優先するべきだと考える。幸いなことにWOMJ
には電通，博報堂，博報堂DYメディアパート
ナーズ，アサツーディ・ケイ（ADK），東急エー
ジェンシー，電通パブリックリレーションズ，サ
イバーエージェント，ワン・トゥー・テン・ホー
ルディングスほか主要な広告会社，PR会社，制
作会社そしてTwitter社や@コスメを運営するア
イスタイル，さらには大手出版社である集英社な
どの媒体社も会員となっている。
WOMJの会員社だけで日本の広告市場の6割
を優に超える。WOMJの会員社が先頭に立って
関係性明示の必要性，ガイドラインの存在をクラ
イアントや発注先となるインフルエンサーマーケ
ティング会社などステークホルダーに対して認知
させていくことが重要だ。
一方で，関係性の明示が必要であることを知り
ながら守られていないケースがあることも事実だ。
このような案件を扱う企業の中には悪質な企業も
含まれている可能性もあるだろう。従ってマーケ
ティング主体者としてインフルエンサーマーケティ
ングを検討している企業は，発注先をしっかり見
極める必要がある。WOMJには入会審査があり，
このような悪質な企業は入会ができないので
WOMJ会員社であれば間違いはないが，一方で
WOMJ自体の認知も会員社数も十分とはいえな
い。従って，WOMJには，自身の認知拡大と入
会促進活動も急務だ。
さて，関係性明示の徹底には，基本的な認知を
高めること以外に本質的な課題が残っている。
WOMマーケティングにおける関係性の明示
の徹底を図るためには，①WOMマーケティン
グの発注者であるマーケティング主体者，②中間
業者であるWOMマーケティングサービスの提
供会社（広告会社，媒体社を含む）③情報発信者
（インフルエンサー）そして情報発信の先にいる
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④情報受信者（消費者）の四者の意識を検討する
必要がある。これら四者が，関係性の明示を肯定
的に捉えることができなければ，結局，正しい関
係性の明示はなされないのである。
最後に，四者の意識を検討した上で，罰則規定
がなくとも関係性明示が高まることを実証するた
めの仮説の提示を試みる。なお，仮設の検証は，
クライアント，中間業者，情報発信者，情報受信
者の四者に対してのインタビューおよびアンケー
ト調査を検討している。
5章 WOMマーケティングを形成する
四者の意識の検討と仮説の導出
WOMマーケティングの発注者であるクライ
アントの意識は，「自社の商品やサービスの評判
を第三者であるインフルエンサーから見込み消費
者に伝えて欲しい。」ということにある。関係性
明示に対してネガティブになる要因は，「金銭や
物品の伴うクチコミであることを明示すると情報
の受け手である見込み顧客は，その発言を信用し
ないのでは」という意識が働くことが考えられる。
しかしながら関係性がありながら関係性の明示
をしていなかったことが露呈した場合のマイナス
インパクトは，露呈しなかった場合のプラスイン
パクトよりも大きくなる可能性が高い。事実，過
去に謝罪に追い込まれた企業も存在する。その事
実についてWOMマーケティングを提案する中
間業者がしっかり説明すればクライアントの意識
は変わる可能性が高まるかもしれない。そのこと
から下記にクライアント意識の仮説Ⅰを導出する。
仮説Ⅰ「クライアントは，罰則規定がなくとも
ステルスマーケティングが露呈した場合
のリスクを理解することで，関係性の明
示を肯定的に捉える。」
WOMマーケティングを企画，提案する中間
業者の意識はどうであろうか。中間業者の目的は，
WOMマーケティングサービスにおける競争優
位を築き，クライアントに企画が採用されること
である。「クライアントが関係性明示を求めない」
ならば，その要望を叶えようするのは，中間業者
の性ともいえるかもしれない。しかしながら，仮
説Ⅰが支持されたならば，つまり関係性明示を肯
定的に捉えるクライアントが増えれば，自ずとス
テルスマーケティングを提案する中間業者は，減
少することになるはずだ。
三者の中における関係性明示のキーパーソンは，
実際に情報を発信する当事者であるインフルエン
サーである。
昨今，課金収入を目的にしたブロガーや月収
100万円を超えるインスタグラマーも登場してい
るというが，多くの情報発信者にとって自分のソー
シャルメディアは，基本的に自己表現やフォロワー
とのつながりを楽しむ場である。仮にインフルエ
ンサーが，インフルエンサー対象のイベント等に
参加し，対価を受け取ったにもかかわらず，関係
性明示を行わない理由は下記が考えられる。
1．「無知」。関係性の明示のルールを知らなかっ
たため，関係性の明示をしないまま商品を紹
介。または知識が中途半端だったため誤った
関係性明示を行った。
2．「忖度」。関係性の明示のルールは何となく
知っていたが，クライアントやサービス会社
から特に関係性明示の説明がなかったため，
（おそらく純粋なクチコミにみせた方がクラ
イアントは喜ぶに違いないと）忖度して関係
性の明示をしないまま商品を紹介。
3．「あえて拒否」。関係性の明示のルールは知っ
ているが，あえて関係性の明示をしないまま
商品を紹介。
インスタグラマーに特化したマーケティングプ
ラットフォームサービスを提供するレモネード社
によると，フォロワー数の多いインスタグラマー
には，自分の記事に広告やPRという文字を表記
することに抵抗を感じる人が多いのだという。理
由としては前述したとおり，仮に報酬をもらって
いるとしても自分が気に入った商品やサービスの
みを自分の記事の中で紹介しているのであって広
告記事を書いているわけではないという意識があ
る。事実，少人数ではあるがインスタグラマーへ
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のヒアリングによると「sponsoredby企業名や
「supportedby企業名」など表記であれば抵抗
はないという声もあったという。これは，自分の
メディアが，企業から協賛を受けるまでに成長を
した証と受け取れるからなのかもしれない。いず
れにしろ，必ずしも関係性の明示自体が問題なの
ではなく，表記の方法や文言に課題があると考え
られる。そのことから下記に情報発信者意識の仮
説Ⅱを導出する。
2017年12月に発表したガイドライン改訂版の
解説版で明示した表記をもとに情報発信者である
インフルエンサーにインタビューやアンケートに
よる調査で検証を試みたい。
仮説Ⅱ「情報発信者の関係性の明示は，罰則規
定がなくても，関係性を明示したくなる
表記方法を開発することで高まる。」
多くの情報発信者がもっとも気にするのは読者
（情報受信）からの評判である。情報受信者から
ステマブロガーなどと呼ばれソーシャルメディア
上で評判を落とすことを一番おそれるのではない
だろうか。逆に，情報受信者が，きちんと関係性
明示をしている情報発信者の方が信頼するという
ことが実証されれば，おのずと情報発信者の関係
性の明示は進むと考えられる。
特に情報受信者が，当該インフルエンサーが自
分の気に入った商品やサービスしか受けない，あ
るいは何かしらの報酬を受けとった場合にも本心
しか伝えないなど，WOMマーケティングに対
する基本方針を自身のブログやSNSで明示して
いる場合などは，当該インフルエンサーの普段の
情報発信内容の魅力度にもよるであろうが，情報
の受け手からの信頼感はむしろ高まるかもしれな
い。
以上から，情報受信者意識仮説ⅢとⅣを導出す
る。
仮説Ⅲ「情報受信者は，自分の気に入った商品
やサービスしか受けない，あるいは何か
しらの報酬を受けとった場合にも本心し
か伝えないなどと明示しているインフル
エンサーを信頼する。」
仮説Ⅳ「情報受信者は，自分の気に入った商品
やサービスしか受けない，あるいは何か
しらの報酬を受けとった場合にも本心し
か伝えないなどと明示しているインフル
エンサーが紹介した商品やサービスへの
評価を信頼する。」
以上
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① （目的の判断基準）情報発信者に対して金銭・
物品・サービスなどの提供を行う場合でも，そ
の主な目的がWOMマーケティングでない場
合には，関係性を明示する必要はありません。
例えば，懸賞の景品提供の場合などです。主な
目的がWOMマーケティングか否かの判断は，
WOMJ会員の裁量の範囲とします。
② （重要度の判断基準）金銭・物品・サービス
などの提供が重要でない場合，関係性を明示す
る必要はありません。重要と判断される目安は
次の通りです。
 金銭・物品・サービスなどの「提供の有無」
により，情報発信者から発せられる情報に有
意な差異が生じると考えられる場合。
 金銭・物品・サービスなどの提供の「明示
の有無」（関係性明示の有無）により，情報
受信者の行動に有意な差異が生じると考えら
れる場合。
重要か否かの判断は，WOMマーケティング
の企画の規模などによりさまざまなケースが考
えられるので，金額などの一律な基準は定めず，
WOMJ会員の裁量の範囲とします。例えば，
イベント参加者への必要最低限の交通費の支給
は重要でないと判断する，という運用を許容し
ます。
③ （サービスの範囲）「サービスなど」には，次
のものを含みます。
 情報発信者がイベントに参加できたり，ポ
イントを獲得できたりする特典。
 懸賞に当選する権利や，当選確率が上がる
権利（情報発信を懸賞応募条件にする場合な
ど）。
 その他，便益と考えられる経済的利益やイ
ンセンティブ。
情報発信者に与えるインセンティブを「サービ
スなど」に含めるか否かの判断は，WOMJ会
員の裁量の範囲とします。
④ （マーケティング主体の定義）「マーケティン
グ主体」とは，一連のWOMマーケティング
を主催する企業や団体を指します。一般的に，
広告主や媒体社などであり，消費者からの問い
合わせに対して主体として回答する立場にある
企業や団体とします。WOMマーケティング
の業務を受託する中間事業者（主催者に含まれ
ている場合を除く）は，マーケティング主体で
はありません。
⑤ （中間事業者の扱い）情報発信者に対する金
銭・物品・サービスなどの提供者が誰であって
も，関係性はマーケティング主体と情報発信者
の間に発生すると定めます。
例：マーケティング主体である広告主A社か
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資料：WOMJガイドライン（2017年改訂版）2017年12月4日発表における関係性明示の解説
1．関係性の明示
 情報発信者に対して，WOMマーケティングを目的とした重要な金銭・物品・サービスな
どの提供が行われる場合，マーケティング主体（中間事業者でなく主催者）と情報発信者の間
には「関係性がある」と定める。
 関係性がある場合，情報発信者に関係性明示を義務付けなければならない。関係性明示は，
主体の明示と便益の明示の両方が，情報受信者に容易に理解できる方法で行われるべきである。
① 主体の明示：マーケティング主体の名称（企業名・ブランド名など）の明示
② 便益の明示：金銭・物品・サービスなどの提供があることの明示
ら依頼を受けたWOMJ会員B社が，情報発信
者C氏に重要な金銭提供を行う場合
C氏に直接接触するのはB社であっても，関
係性はA社とC氏の間に発生したと考えます。
関係性明示の際は，A社の名称が明示されな
ければなりません（B社の名称は明示しなくて
も構いません）。
⑥ （マーケティング主体の名称表記）マーケティ
ング主体の名称表記は，企業や団体の正式名称，
またはその通称や略称を推奨しますが，それ以
外の表記も次の通り許容します。
推奨
 企業や団体の正式名称
 企業や団体の通称・略称
許容
 商品・サービスのブランド名（略称可）
 上記のとは異なる「仮の組織・団体
名」
ただし，は情報受信者が容易に理解できる
表記方法とは言い切れないので，次の①～③
の条件をすべて満たす必要がある。
① 「仮の組織・団体名」は，組織・団体の
名称だと容易に判断できるようなものであ
る（例：「＊＊委員会」「＊＊研究会」「＊
＊クラブ」は可，「＊＊女子」「＊＊大辞典」
は不可）
② 「仮の組織・団体名」で検索すれば，そ
の公式ウェブサイトや公式アカウントが容
易に見つかる
③ ②の公式ウェブサイトや公式アカウント
に，のいずれかが明記されている
 上記のが含まれるキャンペーン名
やキャッチコピー
⑦ （ティーザー施策の主体表記の特例）ティー
ザー型キャンペーンでは，ティーザー期間中に
限り，マーケティング主体の名称としてキャン
ペーン名や一時的な仮の名称の使用を認めます。
ただし，ティーザー期間終了後は，本来のマー
ケティング主体の名称を明示しなければなりま
せん。また，ティーザー期間中は，キャンペー
ン名や一時的な仮の名称のもとで，消費者から
の問い合わせに対応できる機能を持たなければ
なりません。
⑧ （マーケティング主体が複数の場合）複数の
マーケティング主体が存在する場合，明示する
マーケティング主体は，WOMマーケティン
グの実態に即してWOMJ会員の裁量で選択で
きるものとします。
⑨ （便益の明示の具体性）情報発信者に対して，
重要な金銭・物品・サービスなどの提供が複数
種類ある場合，それぞれについて明示すること
が理想です。一部の便益のみを明示する場合は，
より重要と判断される便益を優先して明示して
ください。一般的に，金銭は物品・サービスよ
りも優先して明示されるべき便益と考えます。
便益の内容をどこまで具体的に表記させるかに
ついては，WOMJ会員の裁量の範囲とします。
⑩ （タグによる便益の明示）情報発信者に金銭
の提供がある場合，「1万円の謝礼をいただい
て投稿しています」のような便益の明示が必要
になるものの，そのような直接的な表記はマー
ケティング主体と情報発信者の双方に抵抗感が
あり現実的でないため，次の「便益タグ」のい
ずれかを明示することで便益を明示したことと
認めます。金銭でなく物品・サービスの提供が
ある場合でも，便益の明示を簡便に行いたいと
きは「便益タグ」の使用を認めます。
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 便益タグは「#Promotion」のようなハッ
シュタグでなく，Promotionのように表
記することも認めます。また，アルファベッ
トの大文字・小文字は任意です。
 マーケティング主体の明示は別途必要です。
「#〇〇〇プロモーション」「#Sponsoredby
〇〇〇」「#提供_○○○」（〇〇〇はマーケ
ティング主体の名称）のように，マーケティ
ング主体の名称と便益タグを連結して，マー
ケティング主体の明示と便益の明示を同時に
行うことも認めます。
 「〇〇〇のプロモーションに参加していま
す」「〇〇〇のモニターに協力中です」のよ
うに，便益タグを使用しながら，その意味が
より明確に伝わるように記載することも認め
ます。
 「謝礼をいただいて投稿しています」「商品
をいただきました」「イベントに招待されま
した」のように，便益タグを使用せずに便益
を明示しても問題ありません。
⑪ （義務の徹底履行）情報発信者に対する関係
性明示の義務付けが困難な場合でも，関係性明
示について「書面で指示する」「メールで例文
を提示する」「報酬提供の必須条件にする」な
ど，関係性明示が実現するように最大限の努力
を行わなければなりません。
⑫ （明示の表現形態）関係性明示は，情報受信
者に容易に理解できる方法であれば，文字・写
真・画像・音声・映像など，表現の形態は問い
ません。例えば，企業名を文字で記載する代わ
りに企業名入りのロゴ画像を掲載したり，商品
名を文字で記載する代わりに商品写真を掲載し
たりすることができます。
⑬ （明示の位置）関係性明示は，情報発信者か
ら発せられる情報にできるだけ隣接させ，情報
受信者が誤解なく判読できる方法で行われなけ
ればなりません。例えば，ソーシャルメディア
の投稿内で関係性を明示するのであれば，投稿
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便益の内容別の便益タグ
便益の内容
金銭あり 物品・サービスなどのみ
#Promotion,#プロモーション
#Sponsored,#スポンサード
#Supported,#サポーテッド
#Ambassador,#アンバサダー
#協賛
#提供
#タイアップ
#PR
※ 「#PR」は，パブリックリレーショ
ンズと混同のおそれがあるため使用は
推奨しませんが，現状のWOMマーケ
ティングの実態に鑑み，暫定的に使用
を許容します。
可 可
#物品提供
#サービス提供
#プレゼント企画
#プレゼントキャンペーン
#モニター
#モニター・プレゼント
#献本
不可 可
の冒頭や，「続きを読む」のように文章が省略
されてしまう手前で明示することを推奨します。
ハッシュタグを利用するのであれば，ハッシュ
タグ群の先頭で明示することを推奨します。動
画であれば，動画単体でシェアされることを想
定して，動画周辺に配置される説明文でなく動
画内で明示すること，および動画の冒頭で明示
することを推奨します。
一方で，長期にわたるモニターキャンペーン
などで，情報発信の度に関係性を明示するのが
現実的でない場合は，情報発信者のプロフィー
ル欄で関係性明示を行うことを許容します。
⑭ （関係性が自明の場合の特例）情報発信者と
マーケティング主体の関わりが，WOMマー
ケティングのターゲット層に十分に認知されて
いる場合に限り，関係性明示を省略することを
許容します。ただし，情報受信者の正しく情報
を知る権利を尊重する観点から，関係性を明示
することを推奨します。
⑮ （懸賞応募の特例）情報発信者に，懸賞に当
選する権利や当選確率が上がる権利を提供する
場合（ハッシュタグ付きで写真を投稿してもら
うなど，情報発信を懸賞応募条件にする場合）
は，関係性明示は必須でなく推奨とします。情
報受信者の正しく情報を知る権利を尊重する観
点からは，マーケティング主体を明示すること，
および「○○キャンペーン」「○○プレゼント」
「○○コンテスト」などの表記により情報受信
者に「情報発信者が懸賞に応募していること」
が伝わりやすくすることを推奨します。
⑯ （プラットフォームの規則の尊重）関係性明
示について，ソーシャルメディアのプラットフォー
ム側で独自に規則がある場合は，それに従って
ください。
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